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1. はじめに
現在，情報技術の発達により，ブログや ECサイトの
レビューなどのサービスにおいて個人が手軽に情報コン
テンツをWeb上に発信できるようになっている．しかし，
Web上に大量のコンテンツが氾濫しているため，ユーザ
が目的のコンテンツを容易に探し出すことが困難になっ
てきている．
ユーザのコンテンツ探索を支援する手法の一つに，情
報コンテンツに付与されたタグやテキスト中の単語に対
して出現頻度から重み付けを行い，それを基に重要語を
抽出し，フォントや色にその重みを反映させ，視覚的に
表示するタグクラウドを用いた視覚化がある．近年では，
より効果的なタグクラウドの作成を目的とした研究も存
在する [1][2]．しかし，既存のタグクラウドでは抽出し
た重要語をそれぞれ別々に表示するため，一語で二つ以
上の語義を持つ多義語が重要語として抽出された場合，
ユーザはその語義を特定することができず，コンテンツ
理解の妨げになるという問題がある．
そこで本稿では，単語間の関係性を表す係り受け関係
を利用し，多義語の語義曖昧性を解消し，ユーザに多義
語の語義の想起を促すことが出来るような単語対の抽出
手法を提案する．また単語間の関係性の一つである共起
関係と提案手法において，それぞれのカバー率を算出し，
比較を行い，提案手法の有用性を確認する．

2. 関連研究
松崎ら [1]は ECサイトを利用するユーザが商品の特
徴を素早く捉えることが出来るようなタグクラウドを生
成するため，係り受け解析器，日本語概念辞書を用いて
同義語を統合し，機械的に ECサイトの商品紹介ページ
やレビュー文書から表記揺れのない重要語を用いたタグ
クラウドの生成を行っている．このような同義語の統合
や単語の類似性の判別は，文書分類の精度の向上に必要
な技術であり，昔から研究が行われている．例えば稲子
ら [3]は各語に対し，共起頻度を元に重み付けを行い，共
起単語から成る共起単語ベクトルを生成し，それらが類
似する単語が類似性の高い単語であるとしている．
文献 [1]では，日本語WordNet[4]を利用することで語
の意味の統一を行った．具体的にはまず，対象となる文
を形態素に分割し，連体語・接続語・独立語以外の自立語
を重要語候補として抽出している．しかし，同じ商品の
レビューは複数で書かれていることが多いため，同じ内
容のレビューでも異なる表記で書かれることが多い．こ
の問題の解消のため，日本語WordNet[4]を用いて同義
語のグルーピングを行った．そして抽出した重要語候補
が，作成したグループに属するか否かを判断し，各概念
にグルーピングすることで同義語の統合を行い，表記の
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揺れを解消した．このように作成したそれぞれのグルー
プの中の単語の重要度を tf-idf法によってそれぞれ算出，
比較し，最も値の大きい単語をそのグループを表す重要
語であると定義している．そのような重要語群を用いて
tf-idf値が大きい程フォントサイズが大きくなるような
タグクラウドを構築している．

3. 提案手法
従来手法では，多義語が重要語として抽出され，表示

された場合，ユーザはその語義を特定することが出来な
い．タグクラウド上でユーザに多義語の語義の特定を促
すためには，単語間の関係性を考慮し，元となるテキス
トから多義語と共にその語義の想起を促すことが出来る
ような単語を対で抽出し，表示する必要がある．
そのため本稿では，多義語の語義をユーザに想起させ

るために単語間の関係を示す係り受け関係を考慮した単
語対の抽出手法の提案を行う．
提案する処理手順の概要は以下の通りである．

1. 文書を形態素単位に分割

2. 各形態素の品詞，係り受け関係の把握

3. 係り受け関係にある自立語を対で抽出

4. 抽出した単語対の重み付け

まず，対象の文書を形態素解析システム JUMAN[5]を
用いて形態素単位に分割する．これは後述する構文解析
システムで係り受け関係を把握する際に形態素単位での
入力が必要であるからである．
JUMANから得られた出力結果を日本語構文・格解析

システムKNP[6] を用いて構文解析を行い，品詞の判別
と係り受け関係の把握を行う．KNPは日本語構文解析，
格解析，照応解析を行い，KNP独自で用いられる単位
である基本句および文節間の係り受け関係，格関係，照
応関係を出力するシステムである．それらの関係はWeb
上に存在する様々なテキストを収集し，作成したコーパ
スから構築した大規模格フレームに基づく確率的モデル
により決定している．
この出力を利用して係り受け関係にある自立語の対を

抽出する．なお自立語は文献 [7]を参照し，名詞・動詞・
形容詞・副詞・感動詞・接続詞と定義した．自立語を抽
出候補としたのは，自立語はその語のみで意味が理解で
きるとされているからである [7]．
抽出した係り受け関係にある自立語の対の係り先の単

語の出現頻度の集計を係り元の単語ごとに行い，集計し
た出現頻度が高い単語から順に重みを付ける．係り元の
単語に対して重み付けの結果の上位 10件をそれぞれ提示
することで，ユーザに係り元の単語の語義の想起を促す．
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表 1: 品詞別の集計結果

　
名詞 動詞 形容詞 副詞 感動詞 接続詞

247,797 7,044 3,855 3,674 125 91

4. 評価実験
本来評価実験として，提示した単語対によってユーザ
が多義語の語義を想起出来るか否かを評価をする必要が
あるが，文脈によって多義語の語義は変化するため，ま
ずは提案手法によって想起することが出来る多義語の語
義数が多義語自身が持つ語義の内，どれくらいをカバー
しているのかを検証する必要がある．そのため，想起す
ることが出来る多義語の語義数を用いることで提案手法
を評価した．評価指標には式 (1)で定義されるカバー率
を用いた．これは各多義語が持つ語義の内，想起できた
語義の割合である．

カバー率 =
想起できた語義数
多義語が持つ語義数

(1)

提案手法の有用性を示すため，語義曖昧性解消に一般
的に使用されている共起関係を利用し，共起頻度により
重み付けを行った単語対でも同様の評価を行い，提案手
法とカバー率の比較を行った．
実験データは 1999 年～2003 年の 5 年分の毎日新聞
の記事を用いた．新聞データに提案手法を適用し，係り
受け関係にある単語対の係り元となる単語を品詞別に集
計した結果が表１である．係り受け関係にある単語対の
総数は 262,586語であり，そのうち全体の約 94%である
247,797語が名詞であった．そのため本稿では係り元が
名詞である単語対 247,797語に着目した．
本稿では多義語の定義を日本語の意味辞書である日本
語WordNetを参照し，二つ以上の語義を持つ単語であ
るとし，この名詞群から多義語を抽出したところ，その
数は 18,866語であった．この多義語を母集団とし，統
計的推論に基づき母集団から母集団を表すような必要標
本数を式 (2)から算出し，単純無作為抽出によって評価
対象となる多義語を抽出した [8]．

n ≥ N

(ak )
2( N−1

P(1−P) ) + 1
(2)

aは収めたい誤差の範囲を表す変数であり，一般的に
使用されている 0.05を用いる．その結果，信頼率は 0.95
となり，対応する信頼度係数 kの値は 1.96となった．母
集団の比率Pは予測が困難であるため最も安全な標本の
大きさが決められるとされている 0.5を用いる．今回の
場合，母集団 Nは 18,866であるので，必要な標本数 n
は式 (2)より約 377語となった．そのためそれを上回る
400語をランダムに抽出し評価の対象とした．
被験者である 20代から 50代の男女 10名に重みが高
い上位 10語の単語を提示した際に想起出来る係り元の
多義語の語義数を検証し，それを元にカバー率を算出し
た．表 2に実験の結果を示す．
表 2より，単語対でユーザに多義語の語義を想起させ
るためには，共起頻度を利用するより提案手法を用いた

表 2: 実験結果

係り受け 共起
カバー率 (%) 0.50 0.33

方が有用である可能性があると判明した．これは共起関
係が文中で共に用いられやすいという語の関係であるの
に対し，係り受け関係が意味の上で結びついた関係であ
るため，その結果カバー率が高くなったと考えられる．

5. おわりに
本稿ではタグクラウド上に表示される多義語の語義の

想起をユーザに促すことが出来るような単語対を文中の
係り受け関係を利用し抽出する手法を提案した．共起関
係との比較実験を行った結果，提案手法の方がカバー率
が高くなり，多義語の想起に有用である可能性が高いこ
とを示した．
今後の課題として，抽出した多義語の元の文書から多

義語の語義の正解データを作成し，その正解を提案手法
の単語対から想起させることが出来るかを検証する実験
を行うことが挙げられる．
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